
公 告 

差押財産の公売について 

差押財産を公売するので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）においてその例による

こととされる国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第９５条第１項および第９９条第１

項の規定により公告する。 

令和８年９月１７日 

草津市長職務代理者 

草津市副市長 辻 川 明 宏 

 

１ 公売の方法・場所    

インターネット上のＫＳＩ官公庁オークションで入札形式による。 

２ 公 売 実 施 期 間    

令和８年１０月１３日１３時００分から令和８年１０月２０日１３時００分まで 

３ 公売参加申込期間   

  令和８年９月１８日１３時００分から令和８年１０月６日２３時００分まで 

４ 参 加 申 込 方 法 

インターネット上のＫＳＩ官公庁オークション専用ページから申込可能 

５ 公 売 財 産    

※詳細については、令和８年９月１８日１３時以降にインターネット上のＫＳＩ官公庁

オークション専用ページで閲覧できます。 

６ 売 却 決 定 日時：令和８年１１月２日  １４時３０分 

           場所：滋賀県草津市草津三丁目１３番３０号 草津市総務部納税課 

７ 買受代金納付期限 令和８年１１月１０日 １４時３０分 

８ 買受人についての資格、その他の要件   

⑴ 国税徴収法第９２条および第１０８条第１項に該当しない者 

⑵ 公売参加申込期間に所定の公売参加申込手続をした者 

名称 売却区分番号 見積価額（最低公売価額） 公売保証金 

土地付建物 草津 08-1-1 11,260,000 円 1,130,000 円 

［土地］ 

所  在 草津市矢橋町字馬池下 

地  番 ２３番８８ 

地  目 宅地 

地  積 １３６．７０㎡ 

 

［建物］ 

所  在 草津市矢橋町字馬池下 ２３番地８８ 

家屋番号 ２３番８８ 

種  類 居宅 

構  造 木造瓦葺２階建 

床 面 積 １階 ４４．５５㎡ 

     ２階 ２５．１１㎡ 



９ 配当を受ける者の権利の申し出について 

この公売財産の換価代金について配当を受けることができる質権、抵当権、先取特権、

留置権等の権利を有する者は、売却決定をする日の前日までに債権現在額申立書によりそ

の内容を草津市に申し出てください。なお、債権現在額申立書の用紙は、草津市総務部納

税課に用意してあります。 

10 その他 

⑴ インターネット上の公売システムに不具合が生じた場合や、差押徴収金が納付され

た場合に、市は公売を中止することがあります。 

⑵ 参加申込時には、銀行振込により公売保証金の納付が必要となります。 

⑶ 公売への参加や公売財産の買受人および権利移転については、一定の制限がありま

すので、詳細については「草津市インターネット公売ガイドライン」を御確認ください。

なお、当ガイドラインについては、草津市ホームページおよび令和８年９月１８日１３

時以降にＫＳＩ官公庁オークションで確認できます。 

⑷ 一度行った入札は、変更または取消しができません。 

⑸ 見積価額以上の入札者のうち、最高価額のものを最高価申込者と決定します。 

⑹ 最高価額の入札者が複数あるときは、開札日のうちに、それらの者による追加入札

を行います。 

⑺ 最高価申込者の入札価額に次ぐ高い価額（見積価額以上でかつ最高入札価額から公

売保証金を控除した金額以上のもの）による入札者に対し、次順位買受申込者制度を適

用することがあります。 

⑻ 公売財産にかかる市税等の完納の事実が買受代金納付の前に証明されたとき、また

は買受代金納付後であっても取り消すべき重大な事由があるときは売却決定を取り消

します。 

⑼ 公売財産の取得時期は、売却決定後でかつ買受代金の納付があったときです。した

がって、取得後の毀損、焼失等による損害の負担は買受人が負います。草津市は公売財

産について、瑕疵担保責任を負いません。なお、許可および承認を必要とする財産は買

受人がそれを得たときになります。また、財産の引渡しは、買受代金納付時点の現況有

姿により行います。 

⑽ 公売による権利移転に伴う移転登記の登録免許税等の費用は、買受人の負担となり

ます。 

⑾ 公簿面積と現況が異なる場合があります。境界は買受人が隣地所有者と協議してく

ださい。 

⑿ 草津市は、公売財産の引渡しについて義務を負いません。したがって、使用者また

は占有者に対する明渡しの請求、公売財産内に残置されている動産等の処理、鍵の受け

渡し等は、すべて買受人の責任において行ってください。 

⒀ 下見会は行いません。入札者ご自身で、必要に応じて公売財産の現確認を行ってく

ださい。 

⒁ その他、本件公売は国税徴収法の規定に基づく制限があります。 

⒂ 入札者等が自己に関わる情報等が第三者に知られもしくは不正に使用される等によ

り損害を受けた場合に草津市は何ら補償しません。 

⒃ その他、御不明な点がございましたら、草津市総務部納税課納税係（市役所１階 １

１番窓口、電話番号０７７－５６１－６５４１）にお問い合わせください。 


